
 

 

 

 

 

新宿区国土強靭化地域計画 

（別紙）推進事業一覧（令和 7 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8

耐震改修工事費補助完了

件数

661件

→729件

(令和9年度末)

住宅の耐震化率 98.3%

→耐震性が不十

分な住宅をおお

むね解消する

(令和9年度末)

擁壁等の安全化対策工事

に対する助成件数

8件／年

土砂災害特別警戒区域の

指定解除件数

1件／年

安全化指導・啓発による

擁壁等の改修促進

20件／年

3 実 市街地再開発事業助成

(西新宿三丁目西地区)

事業進捗率(西新宿三丁

目西地区)

70%(事業認可)

〇 〇

事業進捗率（高田馬場東

口地区）

30%

(準備組合等の設立)

事業進捗率（西新宿七丁

目地区）

30%

(準備組合等の設立)

事業進捗率（西新宿五丁

目南地区）

50%

(都市計画決定)

事業進捗率（新宿三丁目

駅前西地区）

30%

(準備組合等の設立)

5 実 区有施設等の長寿

命化

中長期修繕計画に基づ

く施設の維持保全

予防保全の考え方に立っ

た適切な修繕の実施状況

修繕の実施
〇 〇

6 経
〇 〇

7 経
〇 〇

8 経
〇 〇

あゆみの家の管理運営

〇

具体的な施策（事業・枝事業）

建築物等の耐震性

強化

2

1

擁壁・がけの安全

化の総合的な支援

実

建築物等耐震化支

援事業

実

〇〇 〇〇

ＫＰＩ（令和7年度末）
関連する推進目標

〇

〇〇

障害者就労支援施設事業運営助成

教育施設の施設整備と保守管理

再開発による市街

地の整備

4 実 市街地再開発の事

業化支援

〇

 この新宿区国土強靭化地域計画推進事業一覧（以下「本事業一覧」という。）は、新宿区国土強

靭化地域計画（以下「地域計画」という。）に基づき、「令和 7 年度に実施する事業」及び「事業

ごとに進捗を測る重要業績指標（ＫＰＩ）」についてとりまとめたものである。ＫＰＩの目標年度

については、新宿区第三次実行計画と合わせ、令和 7 年度を基本とした。 

 本事業一覧は、国土強靭化基本法第 13 条に基づく地域計画と一体のものとして、適切な運用を

図っていく。 

 

【次ページ以降の表の見方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実：実行計画事業 

経：経常事業 

ＫＰＩを設定した事業は、

指標と目標値を掲載 

推進目標は、

Ｐ７を参照 



推進事業一覧(令和7年度)

1 2 3 4 5 6 7 8

耐震改修工事費補助完了

件数

661件

→729件

(令和9年度末)

住宅の耐震化率 98.3%

→耐震性が不十

分な住宅をおお

むね解消する

(令和9年度末)

擁壁等の安全化対策工事

に対する助成件数

8件／年

土砂災害特別警戒区域の

指定解除件数

1件／年

安全化指導・啓発による

擁壁等の改修促進

20件／年

3 実 市街地再開発事業助成

(西新宿三丁目西地区)

事業進捗率(西新宿三丁目

西地区)

70%(事業認可)

〇 〇

事業進捗率（高田馬場東

口地区）

30%

(準備組合等の設立)

事業進捗率（西新宿七丁

目地区）

30%

(準備組合等の設立)

事業進捗率（西新宿五丁

目南地区）

50%

(都市計画決定)

事業進捗率（新宿三丁目

駅前西地区）

30%

(準備組合等の設立)

5 実 区有施設等の長寿命

化

中長期修繕計画に基づ

く施設の維持保全

予防保全の考え方に立っ

た適切な修繕の実施状況

修繕の実施
〇 〇

6 経
〇 〇

7 経
〇 〇

8 経
〇 〇

9 経
〇 〇

10 経
〇 〇

再開発による市街地

の整備

4 実 市街地再開発の事業

化支援

〇

障害者就労支援施設事業運営助成

教育施設の施設整備と保守管理

区営住宅の管理運営

新宿NPO協働推進センターの管理運営

〇〇 〇〇

ＫＰＩ（令和7年度末）
関連する推進目標

〇

〇〇

〇

具体的な施策（事業・枝事業）

建築物等の耐震性強

化

2

1

擁壁・がけの安全化

の総合的な支援

実

建築物等耐震化支援

事業

実

あゆみの家の管理運営

1 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

11 経
〇

12 経
〇

13 経
〇

14 経
〇 〇

15 経
〇 〇

16 経
〇 〇

17 経
〇 〇

18 経
〇 〇

管理計画認定マンション

数

5件／年

管理組合があるマンショ

ンの割合

84.3%

→100%

(令和9年度末)

30年以上の長期修繕計画

に基づく修繕積立金額を

設定しているマンション

の割合

41.1%

→60%

(令和9年度末)

マンション戸別訪問の実

施状況

10回／年

マンション自主防災組織

への防災資機材の助成状

況

15組織／年 〇〇

多世代・次世代育成居住支援

特定住宅の管理運営

事業住宅の管理運営

20

既存建築物の防災対策指導

マンション防災対策の充実実

土地区画整理事業認可等事務

都心共同住宅供給事業

安全・安心な建築物づくり

違反建築物是正事務

〇

〇〇

19 マンションの適正な維持管理及び再生へ

の支援

実

2 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

道路用地等の買収面積 146㎡

不燃領域率 59.0%

22 実 不燃化推進特定整備事業

（西新宿五丁目地区）

不燃領域率 70%

(事業完了) 〇 〇

23 経

〇 〇

24 経
〇 〇

25 実 道路の治水対策 道路の治水対策の進捗状

況

158,112㎡
〇

擁壁の点検箇所数（道

路）

9か所／年

擁壁の点検箇所数（公

園）

19園／年

セーフティネット登録住

宅数

550件

家賃等債務保証料助成件

数

50件／年

入居者死亡保険料助成件

数

50件／年

28 経
〇

29 経
〇

30 経
〇〇〇 〇〇

31 経
〇〇〇 〇〇

32 経
〇〇 〇

実 高齢者や障害者等の住まい安定確保

〇

アスベスト対策

木造住宅密集地域における不燃化建替え促進

木造住宅密集地域の

防災性強化

家具類転倒防止対策の推進

〇 〇

21 木造住宅密集地域の

整備促進（若葉・須

賀町地区）

実

新たな防火規制による不燃化の促進

地域の初期消火体制等の確立

災害訓練等の実施

防災思想の普及

道路・公園の防災性

の向上

道路・公園擁壁の安

全対策

27

26 実

〇

3 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

遮熱性舗装実施面積 40,299㎡

大型街路灯のLED化基数 1,431基

街路灯のCO2削減量 1,596.0t-CO₂

34 経
〇

35 経
〇 〇〇 〇

36 経
〇 〇

37 経
〇

38 経
〇

39 経
〇

40 経
〇〇 〇

41 経
〇 〇

42 経
〇

43 実 「新宿区橋りょう長寿命

化修繕計画（令和5年度改

定）」に基づく補修工事

が完了した橋りょうの数

5橋

〇 〇〇〇〇

44 経
〇 〇〇〇〇

45 実 新型インフルエンザ等対

策の推進状況

推進
〇

46 経
〇

47 経
〇

橋りょうの維持管理

災害医療体制の充実

実

感染症予防関係法令に基づくまん延防止対策及び健康診断等（結核等）

予防接種

帰宅困難者対策等の推進

消防団活動への振興助成

地域防災コミュニティの育成

新型インフルエンザ等対策の推進

備蓄倉庫の維持管理

災害用備蓄物資の充実

災害情報の収集及び発信

水防対策

道路の環境対策

女性の視点を踏まえた配慮を要する方への避難所運営体制の充実

〇

まちをつなぐ橋の整備

33

4 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

48 経
〇

49 経
〇

50 経
〇

51 経
〇

52 経
〇

53 経
〇

54 経
〇

55 実 要配慮者支援体制の整っ

た福祉避難所数

17所
〇

56 経
〇 〇

57 経
〇

58 経
〇

59 経
〇

60 経
〇

61 経
〇

62 経
〇

63 経
〇

64 経
〇

65 経
〇

職員防災住宅の維持管理

区公共施設の計画保全

職員応急態勢の整備

防火防災協会及び防犯協会への事業助成

防犯対策の推進

災害時要援護者対策の推進

高齢者や障害者を対象とした福祉防災の

充実

福祉避難所の充実と体制強化

在宅医療・介護連携ネットワークの推進

ペット防災対策事業

食品衛生の普及啓発

安全安心推進活動の強化

狂犬病予防対策等

防災施設等の管理運営

庁舎の維持管理

区有財産の管理

地域保健医療支援体制の推進

土木職員への救命技能（普通）訓練

5 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

66 経
〇

67 経
〇

68 経
〇

69 経
〇

住家被害認定調査の調査

リーダー育成状況

40名／年

被災後の相談に対応する

職員の育成状況
-

71 実 「新宿区スポーツ施設整

備基金」を活用したス

ポーツ施設の整備

施設整備 〇

道路の改良 路線の整備状況 44路線
〇

バリアフリーの道づ

くり

「新宿区移動等円滑化促進

方針」に基づいた整備路線

数

8路線
〇

73 実 整備工事完了路線の延長 27,852m
〇

74 実 整備公園数 18園
〇

75 実 更新等を行った公園施設

数

124施設
〇

76 経
〇

77 経
〇〇〇

78 経
〇〇〇

実 被災者生活再建支援体制の強化

みんなで考える身近な公園の整備

「新宿区スポーツ施設整備基金」を活用

したスポーツ施設の整備

都市計画道路等の整備促進

土木アセットマネジメントシステムの運用

公園施設の計画的更新

自転車通行空間の整備

人にやさしい道路の

整備

都市計画道路等の整備

地域センターの管理運営

新宿歴史博物館の管理運営

四谷ひろばの維持管理

新宿文化センターの管理運営

72 実

〇 〇

70

6 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

事業進捗率(女子医大通

り)

20%(共同溝詳細

設計完了)

事業進捗率(四谷駅周辺区

道)

80%(引込連系管

工事完了)

事業進捗率(上落中通り) 20%(共同溝詳細

設計完了)

事業進捗率(水野原通り) 60%(共同溝本体

工事完了)

80 経
〇〇

年間合意距離 6.0km／年

年間整備距離 2.5km／年

声かけによる協力要請件

数

20件／年

82 経
〇

83 経
〇

84 経
〇

85 経
〇

86 経
〇

87 経
〇

88 経
〇

住宅相談

災害時居住支援

路面下空洞調査

〇〇

多様な主体との協働の推進

〇

79

81 細街路の拡幅整備実

実 道路の無電柱化整備

新宿区社会福祉協議会運営助成

協働促進のための情報提供

感震ブレーカーの普及

空家等対策の推進

7 ページ



1 2 3 4 5 6 7 8
ＫＰＩ（令和7年度末）

関連する推進目標
具体的な施策（事業・枝事業）

「（仮称）新宿区町

会・自治会活性化推

進条例」の制定

条例施行に向けた取組状

況

条例施行

プラン策定
〇

町会・自治会の加入率 50.00%

町会・自治会の加入世帯

数

114,100世帯

90 経
〇

91 経
〇

就職者数（障害者・若年

非就業者等）

50人／年

就労定着率（障害者就労

支援）

86.0%

仲介件数（受注セン

ター）

16件／年

就職者数（高年齢者無料

職業紹介事業の利用者）

170人／年

93 経
〇

94 経
〇

【８つの推進目標】

1

2

3

4

5

6

7

8

89 町会・自治会活性化

への支援

町会・自治会活性化

支援

〇

実

大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建、回復できる条件を整備する

制御不能な二次災害を発生させない

大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネット
ワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対
応を含む）

大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

地域コミュニティ事業助成

実 だれもが地域でいきいきと暮らせるため

の就労支援の推進

地籍情報の調査

まちづくり事業の支援

〇

92

新宿区勤労者・仕事支援センター運営助成等

※これらの施策に併せ災害に強いまちづくりを進めるため、市街地再開発事業、住宅・建築物安全ストック形成事

業、密集市街地総合防災事業、住宅・建築物防災力緊急促進事業等の国の交付金・補助事業を推進する。

8 ページ


